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ＫＰＩ
目標値

（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

公共施設等総合管理計画を策定した
地方自治体数【再掲】

2016年度末ま
でに100％

策定済み 98.2%
（2016年度末時点）

A

未策定の32団体のうち、28団体は
2017年度中に策定完了予定であ
り、残りの4団体はいずれも東日
本大震災被災地の団体である。
未策定の団体については、引き続
き、策定状況等のフォローアップを
行う。

施設の集約化・複合化等を実施した
地方自治体数【再掲】

増加、進捗検
証

2016年度において、
公共施設最適化事業
債・地域活性化事業
債（転用）・除却事業
に係る地方債を活用
した地方公共団体数

は、延べ234団体

Ｆ

各地方公共団体における公共施
設等の適正管理の取組を一層推
進するため、平成29年度地方財
政計画において、「公共施設等適
正管理推進事業費」が計上されて
おり、引き続き、各団体による公
共施設等の集約化・複合化等の

取組を推進する。

第
二
階
層

有形固定資産減価償却率 －

都道府県 44.9
市町村 55.6

※平成27年度決算
（平成28年３月末）時

点全国平均値

F
各都道府県、市町村の2017年３月
末時点の数値を把握し、今後公表

予定。

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：⑥自治体の行政コストやインフラの保有・維持管理情報等の「見える化」の徹底、誰もが活用できる形での情報開示

ＫＰＩの状況

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

新たな先進的な取組事例を収集、収集した取組
事例を周知し、横展開を推進

公共施設最適化事業債を活用した先進事例
を収集し、内容を精査中。 （順調）

2017年度中に収集した取組事例を
周知し、横展開を推進

集約化・複合化等による成果事例の収集及び
成果の把握手法の検討

集約化・複合化等の成果の検証手法の検討
に資するよう、公共施設最適化事業債を活用
した先進事例を収集しつつ、成果の検証手
法を2017年度中に検討。 （順調）

引き続き、事例の収集と、集約化・
複合化等による成果の検証手法の
検討を進め、当該結果に基づき成
果を検証

改革工程の進捗状況－②
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